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・ 本概要版は、報告書本編の第Ⅱ編・第Ⅲ編の本文及び図表から抜粋して作成しています。図表番号は報告書本編と同じ

です。 

・ 本調査では、都内に本社のある中小企業の卸売業 3,000 企業と小売業 7,000 企業を無作為に抽出し、アンケートを実施

しました。調査対象業種及び分類等については、報告書を参照してください。 
 

 

Ⅰ 東京の流通産業の経営実態  

1 卸売業 

（１）業種 

 回答企業を業種区分別にみると、「その他卸売業」（35.2％）が最も高く、「住関連卸売業」（20.2％）、「加工食品卸売

業」（15.9％）、「衣料品関連卸売業」（14.5％）、「生鮮食品卸売業」（11.9％）の順で続く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）従業者規模 

従業者規模は、「１～５人」（52.9％）が最も高く、「10～49 人」（25.0％）、「６～９人」（15.5％）、「50 人以上」（3.7％）の

順である。業種別にみると、他の業種に比べて生鮮食品卸売業は「１～５人」（42.9％）が低い。 
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（３）代表者の年齢 

代表者の年齢は、「60歳代」（29.3％）が最も高く、「50歳代」（29.1％）、「70歳以上」（28.3％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて生鮮食品卸売業は「50歳代」（38.5％）と「60歳代」（33.0％）が高く、住関連卸売

業は「40歳未満」（2.6％）と「70歳以上」（31.0％）が高い。 

従業者規模別にみると、従業者規模が小さくなるほど「70歳以上」が高くなる傾向がみられ、１～５人と回答した企業

は「70歳以上」（33.0％）が３割を超える。50人以上と回答した企業は「50歳代」（60.7％）が６割を超える。 

取引形態別にみると、他の取引形態に比べて他部門直取引卸は「70歳以上」（34.3％）が高い。 
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（４）３年前と比較した年間売上高の変化 

３年前と比較した年間売上高の変化は、「大幅減少（10％以上）」（30.4％）が最も高く、「ほぼ横ばい（±５％未満）」

（20.1％）、「やや減少（10％未満）」（16.2％）の順で続く。「大幅増加（10％以上）」と「やや増加（10％未満）」をあわせた

『増加』（29.7％）は約３割である。「やや減少（10％未満）」と「大幅減少（10％以上）」をあわせた『減少』（46.6％）は４割

を占める。 

業種別にみると、他の業種に比べて加工食品等卸売業は『増加』（35.3％）が高い。一方、衣料品関連卸売業は『減

少』（54.9％）が５割を占める。 

従業者規模別にみると、１～５人と回答した企業は「大幅減少（10％以上）」（36.2％）が３割を占める。 

取引形態別にみると、他の業種に比べて製造問屋は『増加』（40.0％）と『減少』（55.0％）が高い。 
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（５）直近決算の売上総利益 

直近決算の売上総利益（粗利益）は、「１千万円未満」（38.5％）が最も高く、「１～３千万円未満」（17.6％）、「１～３億

円未満」（10.2％）の順で続く。「１千万円未満」と「１～３千万円未満」をあわせた『３千万円未満』（56.1％）は５割を占め

る。 

業種別にみると、他の業種に比べて衣料品関連卸売業は「１千万円未満」（45.0％）が高い。 

従業者規模別にみると、従業者規模が小さくなるほど『３千万円未満』が高くなる傾向がみられ、１～５人と回答した

企業は『３千万円未満』（77.6％）が８割程度である。50 人以上と回答した企業は「10 億円以上」（50.0％）が５割であ

る。 

取引形態別にみると、中間卸は『３千万円未満』（65.6％）が６割を占める。 
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（６）３年前と比較したICTの利活用状況の変化 

３年前と比較したＩＣＴの利活用状況の変化は、「変わらない」（43.9％）が最も高く、「やや進んだ」（35.1％）、「わから

ない」（11.2％）の順で続く。「大いに進んだ」と「やや進んだ」をあわせた『進んだ』（39.9％）は約４割である。 

業種別にみると、生鮮食品卸売業は「変わらない」（50.5％）が５割を超える。他の業種に比べて住関連卸売業は『進

んだ』（43.9％）が高い。 

従業者規模別にみると、１～５人と回答した企業は「変わらない」（51.5％）が５割を超える。従業者規模が大きくなる

ほど「大いに進んだ」が高くなる傾向がみられ、50人以上と回答した企業は「大いに進んだ」（14.3％）が１割を占める。 

取引形態別にみると、他の取引形態に比べて元卸は『進んだ』（55.1％）が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が大幅増加（10％以上）と回答した企業は『進ん

だ』（53.3％）が５割を占める。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は『進んだ』（46.3％）が赤字（マイナス）と回答した企業

を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は『進んだ』（50.2％）が５割

を超える 
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（７）ICTの利活用における課題 

ＩＣＴの利活用における課題（複数回答）は、「ＩＣＴ人材が不足している」（25.7％）が最も高く、「コスト負担が大きい

（予算確保が難しい）」（22.8％）、「セキュリティ上の懸念がある」（14.5％）の順で続く。なお、「特になし」（36.2％）は３割

を占める。 

業種別にみると、他の業種に比べて生鮮食品卸売業は「従業員が積極的でない」（16.5％）が高い。加工食品等卸

売業は「ＩＣＴ人材が不足している」（31.1％）が３割を超える。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「ＩＣＴ人材が不足している」、「コスト負担が大きい（予算確保が

難しい）」、「従業員が積極的でない」、「セキュリティ上の懸念がある」が高くなる傾向がみられる。 

取引形態別にみると、他部門直取引卸は「ＩＣＴ人材が不足している」（35.8％）が３割を占める。他の取引形態に比

べてその他卸は「セキュリティ上の懸念がある」（23.1％）が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が大幅増加（10％以上）と回答した企業は「ＩＣＴ

人材が不足している」（37.5％）が４割程度である。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は全ての項目が赤字（マイナス）と回答した企業を上回

る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「ＩＣＴ人材が不足してい

る」（34.0％）、「コスト負担が大きい（予算確保が難しい）」（28.4％）、「従業員が積極的でない」（9.6％）、「活用できるシ

ステムやツール、製品がない」（7.1％）、「セキュリティ上の懸念がある」（19.3％）が横ばい、減益と回答した企業に比べ

て高い。 

代表者の年齢別にみると、代表者の年齢が低くなるほど「セキュリティ上の懸念がある」が高くなる傾向がみられ、40

歳未満と回答した企業は「セキュリティ上の懸念がある」（33.3％）が３割を占める。 
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（８）３年前と比較したインターネット販売における売上高の変化 

３年前と比較したインターネット販売における売上高の変化は、「ほぼ横ばい（±５％未満）」（41.1％）が最も高く、「や

や増加（10％未満）」（25.3％）、「大幅増加（10％以上）」（11.6％）の順で続く。「大幅増加（10％以上）」と「やや増加

（10％未満）」をあわせた『増加』（36.9％）は３割を占める。 

業種別にみると、加工食品等卸売業は『増加』（45.7％）が４割を占める。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「大幅増加（10％以上）」が高くなる傾向がみられ、50人以上と

回答した企業は「大幅増加（10％以上）」（29.4％）が約３割である。 

取引形態別にみると、他の取引形態に比べて他部門直取引卸は『増加』（58.3％）が６割程度である。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、他の項目と比べて３年前と比較した年間売上高が大幅増加（10％以上）と回

答した企業はインターネット販売における売上高の「大幅増加（10％以上）」（23.5％）が高い。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は『増加』（39.9％）が約４割である。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「大幅増加（10％以上）」

（27.1％）が横ばい、減益と回答した企業に比べて高い。 
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（９）事業承継上の課題 

事業承継上の課題（複数回答）は、「適切な候補者の不在」（24.8％）が最も高く、「業界の将来性への不安」

（23.6％）、「後継者の教育・成長」（22.5％）の順で続く。なお、「特になし」（23.2%）は２割を占める。 

業種別にみると、他の業種に比べて生鮮食品卸売業は「後継者の教育・成長」（27.2％）、「業績不振」（24.7％）、

「借入金の返済」（25.9％）、「業界の将来性への不安」（25.9％）が高い。住関連卸売業は「適切な後継者の不在」

（29.3％）が約３割である。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて１～５人と回答した企業は「業績不振」（25.6％）と「事業の引継先

（Ｍ＆Ａ）が見つからない」（2.7％）が高い。 

取引形態別にみると、他の取引形態に比べて中間卸は「業界の将来性への不安」（33.3％）が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が大幅減少（10％以上）と回答した企業は「業績

不振」（36.0％）が３割を占める。 

売上高経常利益率別にみると、赤字（マイナス）と回答した企業は「業績不振」（37.3％）、「借入金の返済」

（22.2％）、「業界の将来性への不安」（30.2％）が黒字（プラス）と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が減益と回答した企業は「適切な候補者の不在」

（28.8％）、「業績不振」（28.5％）、「業界の将来性への不安」（28.1％）が３割程度である。 
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1 小売業 

（１）業種 

 回答企業を業種区分別にみると、「その他小売業」（36.1％）が最も高く、「食料品関連小売業」（25.0％）、「衣 

料品関連小売業」（13.9％）、「総合商品小売業」（8.8％）の順で続く 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）従業者規模 

従業者規模は、「１～２人」（49.8％）が最も高く、「３～５人」（22.7％）、「６～19 人」（15.7％）、「20 人以上」（7.9％）の

順である。 

業種別にみると、総合商品小売業は「６～19 人」（43.4％）と「20 人以上」（46.0％）がともに４割を占める。衣料品関

連小売業は「１～２人」（63.1％）が６割を占める 
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（３）代表者の年齢 

代表者の年齢は、「70 歳以上」（42.8％）が最も高く、「60 歳代」（24.0％）、「50 歳代」（21.4％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて総合商品小売業は「40 歳未満」（4.2％）、「40 歳代」（14.8％）、「50 歳代」

（32.8％）が高い。衣料品関連小売業は「70 歳以上」（51.0％）が５割を超える。 

従業者規模別にみると、従業者規模が小さくなるほど「70 歳以上」が高くなる傾向がみられ、１～２人と回答した企業

は「70 歳以上」（50.9％）が５割を超える 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）３年前と比較した年間売上高の変化 

３年前と比較した年間売上高の変化は、「ほぼ横ばい（±５％未満）」（23.8％）が最も高く、「やや減少（10％未満）」

（21.0％）、「大幅減少（20％以上）」（20.8％）の順で続く。「やや減少（10％未満）」、「減少（20％未満）」、「大幅減少

（20％以上）」をあわせた『減少』（62.1％）は６割を超える。 

業種別にみると、他の業種に比べて総合商品小売業は「増加（５％以上）」（22.2％）と「ほぼ横ばい（±５％未満）」

（41.8％）が高い。衣料品関連小売業は「大幅減少（20％以上）」（35.6％）が３割を占める。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「増加（５％以上）」と「ほぼ横ばい（±５％未満）」が高くなる傾

向がみられる 
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（５）直近決算の売上総利益 

直近決算の売上総利益（粗利益）は、「500万円未満」（61.8％）が最も高く、「500万～１千万円未満」（11.1％）、「１

～３千万円未満」（9.9％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて衣料品関連小売業は「500万円未満」（71.5％）が高い。 

従業者規模別にみると、従業者規模が小さくなるほど「500万円未満」が高くなる傾向がみられ、１～２人と回答した企

業は「500万円未満」（81.7％）が８割を超える 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 12 - 

（６）３年前と比較したICTの利活用状況の変化 

３年前と比較したＩＣＴの利活用状況の変化は、「変わらない」（36.6％）が最も高く、「やや進んだ」（21.8％）、「わから

ない」（21.4％）の順で続く。「大いに進んだ」と「やや進んだ」をあわせた『進んだ』（26.4％）は２割を占める。 

業種別にみると、総合商品小売業は『進んだ』（49.3％）が約５割である。他の業種に比べて住関連小売業は「変わら

ない」（39.5％）が高い。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「大いに進んだ」と「やや進んだ」が高くなる傾向がみられる。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加（５％以上）と回答した企業は『進んだ』

（48.9％）が５割程度である。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は『進んだ』（32.4％）が赤字（マイナス）と回答した企業

を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は『進んだ』（42.4％）が４割

を超える 
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（７）ICTの利活用における課題 

ＩＣＴの利活用における課題（複数回答）は、「ＩＣＴ人材が不足している」（11.9％）と「コスト負担が大きい（予算確保が

難しい）」（11.9％）が最も高く、「具体的な効果・成果が見えない」（11.4％）の順で続く。なお、「特になし」（42.8%）は４割

を超える。 

業種別にみると、他の業種に比べてその他小売業は「ＩＣＴ人材が不足している」（14.1％）、「具体的な効果・成果が

見えない」（13.1％）、「コスト負担が大きい（予算確保が難しい）」（15.5％）、「セキュリティ上の懸念がある」（12.3％）が

高い。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「ＩＣＴ人材が不足している」、「従業員が積極的でない」、「セキ

ュリティ上の懸念がある」が高くなる傾向がみられる。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加（５％以上）と回答した企業は「ＩＣＴ人材

が不足している」（19.4％）が約２割である。 

売上高経常利益率別にみると、赤字（マイナス）と回答した企業は「具体的な効果・成果が見えない」（13.0％）と「活

用したいが何から始めたらよいかわからない」（9.9％）が黒字（プラス）と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「ＩＣＴ人材が不足してい

る」（19.3％）が約２割である。 

代表者の年齢別にみると、代表者の年齢が低くなるほど「ＩＣＴ人材が不足している」、「コスト負担が大きい（予算確

保が難しい）」、「セキュリティ上の懸念がある」が高くなる傾向がみられる 
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（８）３年前と比較したインターネット販売における売上高の変化 

３年前と比較したインターネット販売における売上高の変化は、「ほぼ横ばい（±５％未満）」（39.5％）が最も高く、「や

や増加（10％未満）」（23.7％）、「大幅増加（10％以上）」（10.2％）の順で続く。「大幅増加（10％以上）」と「やや増加

（10％未満）」をあわせた『増加』（33.9％）は３割を占める。 

業種別にみると、他の業種に比べて総合商品小売業は「やや増加（10％未満）」（40.0％）が高い。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「やや増加（10％未満）」が高くなる傾向がみられ、20人以上と

回答した企業は「やや増加（10％未満）」（32.4％）が３割を超える。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加（５％以上）と回答した企業はインターネッ

ト販売における売上高の『増加』（46.6％）が４割を占める。 

売上高経常利益率にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「大幅増加（10％以上）」（11.3％）と「やや増加（10％未

満）」（29.6％）が赤字（マイナス）と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「大幅増加（10％以上）」

（17.5％）が横ばい、減益と回答した企業に比べて高い 
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（９）事業承継上の課題 

事業承継上の課題（複数回答）は、「適切な候補者の不在」（25.7％）が最も高く、「業界の将来性への不安」

（24.8％）、「業績不振」（24.6％）の順で続く。なお、「特になし」（25.9%）は２割を占める。 

業種別にみると、総合商品小売業は「後継者の教育・成長」（40.5％）が４割を超える。他の業種に比べて住関連小

売業は「業績不振」（35.6％）と「後継者の株式の取得資金」（3.4%）が高い。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて１～２人と回答した企業は「業績不振」（28.2％）が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が大幅減少（20％以上）と回答した企業は「業績

不振」（46.2％）が４割を占める。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「適切な後継者の不在」（26.3％）、「後継者の教育・

成長」（20.6％）、「事業承継の企業内体制が未整備」（5.2％）が赤字（マイナス）と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が減益と回答した企業は「業績不振」（31.9％）が３

割を超える 
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Ⅱ 東京の流通産業に関するテーマ分析 

1 従業員の過不足状況とその影響 

（１）雇用している従業員の有無（卸売業） 

雇用している従業員の有無は、「従業員を雇用している」（70.8％）が７割を超える。 

 

 

 

 

 

 

（２）従業員の過不足状況（卸売業） 

従業員の過不足状況は、「適正」（52.7％）が最も高く、「やや不足」（31.9％）、「不足」（7.6％）の順で続く。「不足」と

「やや不足」を合わせた『不足』（39.5％）は約４割である。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）人手不足への具体的な対策（卸売業） 

人手不足への具体的な対策（複数回答）は、「正規従業員の賃金引上げ」（52.1％）が最も高く、「正規従業員の採

用」（45.4％）、「業務の効率化（機械化、自動化、ＩＣＴ・ＡＩ活用等を含む）」（31.1％）の順で続く。 

業種別にみると、加工食品等卸売業は「正規従業員の賃金引上げ」（68.2％）が７割程度を占める。他の業種に比べ

て住関連卸売業は「正規従業員の採用」（51.6％）と「定年延長や再雇用による雇用継続」（29.0％）が高い。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「正規従業員の賃金以外の労働条件改善」、「非正規従業員

の賃金以外の労働条件改善」、「正規従業員の採用」、「定年延長や再雇用による雇用継続」、「業務の効率化（機械

化、自動化、ＩＣＴ・ＡＩ活用等を含む）」が高くなる傾向がみられる。 

取引形態別にみると、他の取引形態に比べて元卸は「非正規従業員の採用」（25.0％）、「現従業員の配置転換や

業務範囲の拡大」（20.8％）、「事業の縮小・見直し」（8.3％）が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、他の項目と比べて３年前と比較した年間売上高が大幅増加（10％以上）と回

答した企業は「非正規従業員の賃金引上げ」（27.8％）と「非正規従業員の賃金以外の労働条件改善」（13.9％）が高

い。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「正規従業員の賃金引上げ」（55.7％）、「非正規従

業員の賃金引上げ」（21.6％）、「正規従業員の賃金以外の労働条件改善」（26.1％）、「非正規従業員の採用」

（17.0％）、「定年延長や再雇用による雇用継続」（20.5％）、「業務の効率化（機械化、自動化、ＩＣＴ・ＡＩ活用等を含む）」

（36.4％）が赤字（マイナス）と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「非正規従業員の賃金引

上げ」（22.2％）、「正規従業員の賃金以外の労働条件改善」（27.8％）、「非正規従業員の賃金以外の労働条件改善」

（11.1％）、「正規従業員の採用」（51.9％）、「非正規従業員の採用」（16.7％）が横ばい、減益と回答した企業に比べて

高い。 
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（４）雇用している従業員の有無（小売業） 

雇用している従業員の有無は、「従業員を雇用している」（47.6％）が最も高く、次いで「従業員は雇用していない」

（45.7％）である。 

 

 

 

 

 

 

 

（５）従業員の過不足状況（小売業） 

従業員の過不足状況は、「適正」（49.7％）が最も高く、「やや不足」（29.7％）、「不足」（14.5％）の順で続く。「不足」と

「やや不足」を合わせた『不足』（44.2％）は４割を占める。 

 

 

 

 

 

 

 

（６）人手不足への具体的な対策（小売業） 

人手不足への具体的な対策（複数回答）は、「非正規従業員の賃金引上げ」（39.9％）が最も高く、「正規従業員の

賃金引上げ」（36.5％）、「非正規従業員の採用」（29.4％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて総合商品小売業は「非正規従業員の賃金引上げ」（55.7％）、「非正規従業員

の採用」（36.1％）、「非正規従業員の正規従業員化」（9.8％）が高く、衣料品関連小売業は「非正規従業員の賃金以

外の労働条件改善」（21.4％）と「現従業員の配置転換や業務範囲の拡大」（10.7％）が高い。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「正規従業員の賃金引上げ」、「非正規従業員の賃金引上げ」、

「正規従業員の賃金以外の労働条件改善」、「正規従業員の採用」、「非正規従業員の採用」、「非正規従業員の正規

従業員化」、「現従業員の配置転換や業務範囲の拡大」が高くなる傾向がみられる。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、他の項目と比べて３年前と比較した年間売上高が大幅減少（20％以上）と回

答した企業は「定年延長や再雇用による雇用継続」（15.2％）が高い。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「正規従業員の賃金引上げ」（42.9％）と「非正規従

業員の賃金引上げ」（44.3％）がともに４割を超える。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「正規従業員の賃金引上

げ」（46.2％）と「非正規従業員の賃金引上げ」（44.9％）がともに４割を占める。  
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２ 競争力強化への取組 

（１）競争環境における重要な変化（卸売業） 

競争環境における重要な変化（複数回答）は、「仕入コストの高騰」（58.0％）が最も高く、「物流コストの高騰」

（48.4％）、「価格競争の激化」（41.5％）の順で続く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）競争力向上のために実施している取組（卸売業） 

競争力向上のために実施している取組（複数回答）は、「商材の発掘」（32.1％）が最も高く、「品揃えの深さ（専

門性）」（31.9％）、「新商品の企画・開発」（29.3％）の順で続く。 

業種別にみると、衣料品関連卸売業は「新商品の企画・開発」（45.0％）が４割を占める。他の業種に比べて住

関連卸売業は「商材の発掘」（39.4％）、「顧客への情報提供」（32.9％）、「短納期や納期の短縮化」（18.1％）、

「情報収集・分析」（21.3％）、「他事業者との連携」（9.7％）が高い。  

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「品揃えの幅広さ」、「新商品の企画・開発」、「顧客への

品揃えの提案」、「顧客の売場づくり支援」、「顧客への販促提案」、「顧客への情報提供」、「小口受注・小口配

送」、「情報収集・分析」、「他事業者との連携」、「業務の効率化・合理化」が高くなる傾向がみられる。 

取引形態別にみると、他部門直取引卸は「商材の発掘」（53.7％）と「顧客への情報提供」（50.7%）がともに５割

を超える。他の取引形態に比べて元卸は「新商品の企画・開発」（47.2％）、「顧客への販促提案」（37.0％）、「業

務の効率化・合理化」（17.3％）が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、他の項目と比べて３年前と比較した年間売上高が大幅増加（10％以上）

と回答した企業は「商材の発掘」（39.2％）、「新商品の企画・開発」（37.5％）、「顧客の売場づくり支援」（8.3％）、

「顧客への販促提案」（33.3％）、「顧客への情報提供」（34.2％）、「情報収集・分析」（26.7％）、「他事業者との連

携」（10.8％）が高い。  

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「品揃えの幅広さ」（25.1％）、「品揃えの深さ

（専門性）」（35.3％）、「商材の発掘」（38.3％）、「新商品の企画・開発」（32.9％）、「顧客への品揃えの提案」

（21.0％）、「顧客の売場づくり支援」（6.3％）、「顧客への販促提案」（29.7％）、「顧客への情報提供」（32.7％）、

「短納期や納期の短縮化」（15.2％）、「多頻度配送」（4.8％）、「情報収集・分析」（19.0％）、「金融機能」

（1.7％）、「他事業者との連携」（8.9％）、「業務の効率化・合理化」（9.1％）が赤字（マイナス）と回答した企業を上

回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「品揃えの幅広さ」 

（24.4％）、「品揃えの深さ（専門性）」（37.1％）、「商材の発掘」（34.0％）、「顧客への品揃えの提案」（22.3％）、

「顧客の売場づくり支援」（8.1％）、「顧客への販促提案」（31.5％）、「顧客への情報提供」（33.0％）、「情報収集・

分析」（21.8％）、「他事業者との連携」（12.2％）、「業務の効率化・合理化」（12.7％）が横ばい、減益と回答した企

業に比べて高い。 
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（３）消費者意識や購買行動の変化で重要と考える事項（小売業） 

最近の消費者意識や購買行動の変化で重要と考える事項（複数回答）は、「高齢化」（40.4％）が最も高く、「低価格

志向」（33.3％）、「品質重視」（32.1％）の順で続く。 

 

 

（４）競争力向上のために実施している取組（小売業） 

競争力向上のために実施している取組（複数回答）は、「品揃えの深さ（専門性）」（33.2％）が最も高く、「既存顧客の

フォロー」（29.6％）、「品揃えの幅広さ」（26.6％）の順で続く。 

業種別にみると、総合商品小売業は「品揃えの幅広さ」（70.4％）が７割を超える。生鮮食品小売業は「品揃えの深さ

（専門性）」（41.0％）が４割を超える。他の業種に比べて住関連小売業は「既存顧客のフォロー」（37.7％）と「他事業者

との連携」（7.2％）が高い。  

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「品揃えの幅広さ」、「商品の発掘」、「新商品の企画・開発」、

「顧客開拓」、「顧客ニーズに合わせた販売方法の採用（インターネット販売等）」、「多様な決済システムへの対応」、

「情報収集・分析」、「多言語対応」、「業務の効率化・合理化」が高くなる傾向がみられる。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加（５％以上）と回答した企業は「品揃えの

幅広さ」（43.2％）と「品揃えの深さ（専門性）」（43.6％）がともに４割を占める。  

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「品揃えの幅広さ」（31.6％）、「品揃えの深さ（専門

性）」（36.3％）、「既存顧客のフォロー」（31.4％）が３割を超える。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は全ての項目が横ばい、減

益と回答した企業に比べて高い。 
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